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文化財保護法の改正によって策定が制度化された「文化財
保存活用大綱」は、各都道府県における文化財の保存・活用
の基本的な方向性を明確化し、地域社会総がかりでの文化財
の継承に向けた取り組みを促進するものと位置づけられてい
る。文化財防災の面に限ってみても、平時からのネットワーク
構築や、災害発生時における緊急的なレスキュー活動の流れ
の明文化が求められており、地域の大学などの公的機関がど
のように関わっていくかが問われている。特に大規模災害の発
生が懸念される地域では、連携や相互支援の方法を速やかに
検討・整備していく必要があり、そのためには既存の取り組み
に注目することが不可欠である。

そこで本フォーラムでは、静岡、愛知、岐阜の各県で文化財
の保存や防災にかかわってきた関係者にこれまでの活動や課
題をお話いただき、南海トラフ地震の切迫性が指摘される東海
地域の文化財保護体制について考えたい。
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202４年

3月２０日（水・祝）

１３：３０～１６：3０

オンライン開催

参加無料 事前申込制
（定員１００名）

申込URL：https://forms.gle/iTSp7E42Y8D1BNs96
＊右のQRコードよりアクセス可

申込締切日：３月１９日（火）１４：００

□主催：大学共同利用機関法人人間文化研究機構「歴史文化資料保全の大学・共同利用機関

 ネットワーク事業」 HP：https://pres-network.jp/

□共催：科学研究費特別推進研究「地域歴史資料学を基軸とした災害列島における地域存続の

 ための地域歴史文化の創成」研究グループ（研究代表者・奥村弘）

プログラム

開会挨拶 若尾 政希 （人間文化研究機構 理事）

趣旨説明 小野塚 航一 （国立歴史民俗博物館）

報 告 大塚 英二 （愛知県立大学名誉教授）

可児 光生 （美濃加茂市民ミュージアム）

  木口  亮 （沼津市明治史料館）

コメント 松下 正和 （神戸大学）

□問い合わせ窓口

 大学共同利用機関法人 人間文化研究機構 国立歴史民俗博物館

 歴史文化資料保全ネットワーク事務局 担当：小野塚 航一 E-mail ：onozuka@rekihaku.ac.jp
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